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経営相談申込書
ワンストップサービスセンター

1.経営全般 2.財務・資金調達 3.人事・労務・人材育成
4.新分野進出 5.組織再編 6.その他（　　　　　　　　　　　　　　）

□ 地方整備局等の広報 □ 都道府県建設業協会の広報
□ 専門工事団体の広報 □ 建設業振興基金の広報
　（団体名：　　　　　　　　　　　　　　） □ その他 （　　　　　　　　　　　　　　）

※この申込書を下記の申込先にＦＡＸしてください。追って、建設業経営支援ア
ドバイザーより相談日時・場所等の調整を行うための連絡をいたします。

※相談日時については、可能な限りご希望を優先いたしますが、建設業経営支
援アドバイザーの都合がつかない場合は、変更をお願いすることがあります
ので、あらかじめご了承ください。

※インターネットからも申し込めます。
　http：//www.yoi-kensetsu.com/one-stop/top/

経営支援アドバイザーの名簿はこちらよりご覧いただけます。
http：//www.yoi-kensetsu.com/one-stop/adviser/
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中小・中堅
建設業者の
皆様へ

ワンストップサービスセンター

専門家派遣の
３つの特徴

問題解決に
ふさわしい
専門家が対応

経験豊富な中小企業診断士、税理士、
公認会計士、社会保険労務士等の中
から、ご相談内容に対応した専門家を
選定してアドバイザーとして派遣します。

ご希望の場所にて
ご相談に応じます

お申込頂いたのち、アドバイザーが御社
まで訪問しご相談に応じます。（わざわざ
ご足労頂く必要はありません）

国の制度で安心、
２回まで無料

国が実施している制度のため、安心で、
しかも２回まで無料です。この間の相談
に伴う旅費その他の負担もありません。

ワンストップサービス
センター事業の概要
　ワンストップサービスでは、経営者の皆様
の相談に応じて建設業経営の最新情報や関
連機関の紹介を行っているほか、中小企業
診断士や税理士などの専門家「建設業経営
支援アドバイザー（以下アドバイザー）」を派
遣しています。
　国土交通省が実施している制度であり、建
設業者の方ならどなたでもご利用頂けます。

お問い合わせ先・申込先
財団法人建設業振興基金　構造改善センター

TEL.03-5473-4572   FAX.03-5473-4594
http：//www.yoi-kensetsu.com/one-stop/top/

平成　　年　　月　　日

相談申込者

会　社　名

（ふりがな）
連絡担当者名

〒　　　　　　-

住　　　所

電　　　話 FAX

相談希望日時・場所
相談希望日時

相談場所

希望アドバイザー

平成　　　年　　　月　　　日（　　　）（　　　：　　　～　　　：　　　）

□ 自社　・　□ その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ なし　・　□ あり　　（アドバイザー名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

相談分野（該当するものを○で囲んでください。複数選択可）

アンケート：この経営相談をどのようにして知りましたか。

専門家による
情報提供、経営相談です
無料派

遣

財団法人

建設業振興基金総合政策局 建設市場整備課



建設産業専門団体連合会及び各専門工事業団体
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35.835.8％
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59.7％
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35.8％
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4.54.5％4.5％
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ご利用方法

①お申し込み
　アドバイザー派遣をご希望の際は、次のいず
れかの方法でお申し込み下さい。

②ご訪問日時・場所等の調整
　お申込受付の後、受付担当もしくはアドバイ
ザーからご連絡し、相談日、場所等を取り決
めます。
③アドバイザーが訪問・相談
　実際にアドバイザーが訪問し、相談に対応い
たします。

　FAX　本紙の最終ページの「経営相談申
込書」に必要事項をご記入のうえ、全国の窓口
（右表）のうち最寄りの窓口にＦＡＸして下さい。
　
　インターネット　以下のURLのフォームに
必要事項を入力のうえ送信下さい。
URL:http://www.yoi-kensetsu.com/one-
stop/top/

経営方針・
経営戦略の
相談をしたい

財務・資金調達
などの相談を
したい

経営が
思うように
いかない

助成金や
支援制度を
活用したい

TEL
FAX

インターネット

新しい事業に
チャレンジ
したい

中小・中堅
建設業者

アドバイザー　
中小企業診断士や
税理士等の有資格者

建設業総合相談
受付窓口

関係省庁

派　遣

相談対応依頼

経営相談
問い合わせ・申し込み

3時間程度の
相談を2回まで
無料でご利用
頂けます。

※アドバイザーには守秘義務があり
ます。また相談内容を業務目的以
外に使用することは一切ありません
ので、自社の経営改善を図るため
お気軽にご利用ください。

経営相談
事業とは

利用者アンケートでは約96%の企業が
「参考になった」と感じています。
<ワンストップサービスセンター事業利用者ア
ンケートより>

財団法人 建設業振興基金
構造改善センター 03-5473-4572　03-5473-4594

国土交通省 北海道開発局
建設産業課

各地方整備局等

011-709-2311　 011-738-0235

国土交通省
東北地方整備局 計画・建設産業課 022-225-2171　 022-227-4459

国土交通省
関東地方整備局 建設産業第一課 048-601-3151　 048-600-1921

国土交通省
北陸地方整備局 計画・建設産業課 025-370-6571　 025-280-8746

国土交通省
中部地方整備局 建設産業課 052-953-8572　 052-953-8605

国土交通省 近畿地方整備局
建設産業課 06-6942-1141　 06-6942-3913

国土交通省 中国地方整備局
計画・建設産業課 082-221-9231　 082-511-6189

国土交通省 四国地方整備局
計画・建設産業課 087-851-8061　 087-811-8414

国土交通省 九州地方整備局
計画・建設産業課 092-471-6331　 092-476-3511

内閣府 沖縄総合事務局
建設産業・地方整備課 098-866-0031　 098-861-9926

全国建設業協会及び各都道府県建設業協会

（社）全国建設業協会 03-3551-9396　 03-3555-3218
（社）北海道建設業協会 011-261-6184　 011-251-2305
（社）青森県建設業協会 017-722-7611　 017-722-7617
（社）岩手県建設業協会 019-653-6111　 019-625-1792

（社）秋田県建設業協会
022-262-2211　 022-263-7059

（社）茨城県建設業協会

018-823-5495　 018-865-2306

（社）群馬県建設業協会
（社）栃木県建設業協会

（社）福島県建設業協会
（社）山形県建設業協会

（社）宮城県建設業協会

023-641-0328　 023-624-7391
024-521-0244　 024-522-4513
029-221-5126　 029-225-1158
028-639-2611　 028-639-2985
027-252-1666　 027-252-1993

ご相談・お申し込み窓口
http://www.yoi-kensetsu.com/one-stop/top/

（社）建設産業専門団体連合会 03-5425-6805　 03-5425-6806
全国圧接業協同組合連合会 03-5821-3966　 03-5821-3980
全国管工事業協同組合連合会 03-3949-7312　 03-3949-7351
全国基礎工業協同組合連合会 03-3612-6611　 03-3612-6202
(社)全国クレーン建設業協会 03-3281-5003　 03-3281-5004
(社)全国建設室内工事業協会 03-3666-4482　 03-3666-4483
(社)全国コンクリート圧送事業団体連合会 03-3254-0731　 03-3254-0732
(社)全国タイル業協会 052-935-7941　 052-935-4072
(社)全国鉄筋工事業協会 03-3281-2184　 03-3281-2185
(社)全国道路標識・標示業協会 03-3262-0836　 03-3234-3908
(社)全国防水工事業協会 03-5298-3793　 03-5298-3795
全国マスチック事業協同組合連合会 03-3496-3861　 03-3496-6747
(社)日本アンカー協会 03-5214-1168　 03-5214-1169

日本外壁仕上業協同組合連合会
(社)日本機械土工協会

03-3379-4338　 03-3374-3982

(社)日本基礎建設協会
03-3845-2727　 03-3845-6556

日本建設インテリア事業協同組合連合会
03-3551-7018　 03-3551-9479

(社)日本建設軀体工事業団体連合会
03-3239-6551　 03-3239-6552

(社)日本左官業組合連合会

03-3972-7221　 03-3972-7216

(社)日本鳶工業連合会

03-3591-1098　 03-3591-1562

(社)日本塗装工業会

(社)日本シヤッター・ドア協会

(社)日本建設大工工事業協会
03-3269-0560　 03-3269-3219
03-3288-1281　 03-3288-1282

(社)日本造園建設業協会
(社)日本タイル煉瓦工事工業会

03-5684-0011　 03-5684-0012
03-3260-9023　 03-3260-9024
03-3770-9901　 03-3770-9980
03-3434-8805　 03-5472-5747

（社）静岡県建設業協会 054-255-0234　 054-255-5590
（社）愛知県建設業協会 052-242-4191　 052-242-4194
（社）三重県建設業協会 059-224-4116　 059-228-6143
（社）富山県建設業協会 076-432-5576　 076-432-5579
（社）石川県建設業協会 076-242-1161　 076-241-9258

（社）福井県建設業連合会 0776-24-1184　 0776-27-3003
名　称 TEL　 FAX 名　称 TEL　 FAX

名　称 TEL　 FAX名　称 TEL　 FAX

インターネット申込名　称 TEL

名　称 TEL　 FAX 名　称 TEL　 FAX

（社）宮崎県建設業協会 0985-22-7171 0985-23-6798
（社）鹿児島県建設業協会 099-257-9211 099-257-9214 

（社）熊本県建設業協会 096-366-5111 096-363-1192
（社）大分県建設業協会 097-536-4800 097-534-5828

（社）沖縄県建設業協会 098-876-5211 098-870-4565

（社）神奈川県建設業協会 045-201-8451　 045-201-2767
（社）山梨県建設業協会 055-235-4421　 055-233-9572

（社）千葉県建設業協会 043-246-7624　 043-246-9855
（社）東京建設業協会 03-3552-5656　 03-3555-2170

（社）新潟県建設業協会 025-285-7111　 025-285-7119
（社）長野県建設業協会 026-228-7200　 026-224-3061
（社）岐阜県建設業協会 058-273-3344　 058-273-3138

（社）滋賀県建設業協会 077-522-3232　 077-522-7743
（社）京都府建設業協会 075-231-4161　 075-241-3128
（社）大阪建設業協会 06-6941-4822　 06-6941-3499
（社）兵庫県建設業協会 078-997-2300　 078-997-2307
（社）奈良県建設業協会 0742-22-3338　 0742-23-9121
（社）和歌山県建設業協会 073-436-5611　 073-436-2567
（社）鳥取県建設業協会 0857-24-2281　 0857-24-2283
（社）島根県建設業協会 0852-21-9004　 0852-31-2166 
（社）岡山県建設業協会 086-225-4131　 086-225-5388
（社）広島県建設工業協会 082-511-1430　 082-511-1431

（社）香川県建設業協会
083-922-0857　 083-923-7101

（社）高知県建設業協会

087-851-7919　 087-821-4079

（社）佐賀県建設業協会
（社）福岡県建設業協会

（社）愛媛県建設業協会
（社）徳島県建設業協会

（社）山口県建設業協会

088-622-3113　 088-652-7609
089-943-5324　 089-933-0168
088-822-6181　 088-823-5662
092-477-6731　 092-477-6740
0952-23-3117 　 0952-24-9751

（社）長崎県建設業協会 095-826-2285　 095-826-2289

（社）埼玉県建設業協会 048-861-5111　 048-861-5376

情報・資料提供

FAXや
インターネットで
申し込むだけ

FAX

●経営方針、経営戦略
●生産性向上・コスト
ダウン
●新製品・新技術開
発、販路開拓
●組織の活性化、人材
育成、労務、後継者
問題
●ＩＴ化　など
中小企業診断士等

●財務分析、経営診断
●資金調達、資金繰り
●公的支援制度の導
入・活用

●税務相談

公認会計士・
税理士等

●人事・労務管理、福
利・厚生、賃金

●教育訓練、能力開
発、安全衛生

●労働・社会保険、介
護保険、各種給付金

社会保険労務士等

主なアドバイス分野




